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暗号資産概要説明書 

 

取扱暗号資産の概要説明書 

概要書更新年月日 2025 年 6 月 29 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ビットコイン 

現地語の名称 Bitcoin 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） ー 

ティッカーコード（シンボル） BTC、XBT 

発行開始（年、月、日） 2009 年 1 月 3 日 

時価総額（ドル基準、例：＄1.000.000） $2,159,253,815,590  

時価総額（円基準、例：￥100.000.000） ¥311,396,261,244,103  

主な利用目的 送金、決済、投資 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 ー 

利用制限の内容 ー 

一般的な性格 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のた

めの、暗号計算および価値記録を行う記録者への対

価・代償として発行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2 条第 14 項第１号、第２号

の別 例：第 1 号） 
第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行暗号資産に対する資産（支払準備資産）の有無

および名称 
なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） ー 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 ー 

発行者に対して保有者が負う義務 ー 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 ー 
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価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の

形態 
パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 

ハッシュ関数（SHAー256、RIPEMDー160）、楕円

曲線公開鍵暗号、シュノア署名等による暗号化処理

を施しデータを記録 

利用者の真正性の確認 
秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者

本人が発信した移転データと特定し、記帳する。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み 

Proof of work 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の不正取

引を排除するために、記録者全員が合意する必要が

あるが、その合意形成方式）の 1 つであり、一定の

計算量を実現したことが確認できた記録者を管理者

と認めることで分散台帳内の新規取引を記録者全員

が承認する方法 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とそ

の名称 

（アルトコインのみ） 

ー 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 

1 BTC = 1,000 m BTC      ｍ：ミリ 

1 m BTC=1,000 μ BTC     μ：ミクロン 

1 μ BTC=1 bits      bits：ビッツ 

1 bits=100 satoshi 

保有・移転記録の最低単位 1 satoshi ( = 0.00000001 BTC) 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 ー 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産
の
有
無

等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加
価

値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 なし 

付加価値（サービス）の内容 − 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 − 
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【
発
行
状
況
】 

発行者 ー 

発行主体の名称 プログラムによる自動発行 

発行主体の所在地 − 

発行主体の属性等 − 

発行主体概要 
不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プロ

グラムの集団・共有管理 

発行暗号資産の信用力に関する説明 

多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証

される仕組み 

ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による

記録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全

能力 

保有・移転管理台帳の公開 

暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のた

めの、暗号計算および価値記録を行う記録者への対

価・代償として発行される暗号資産 

発行可能数 20,999,999.9769 BTC 

発行可能数の変更可否 可 

変更方法 発行プログラムの変更 

変更の制約条件 
分散型保有・移転管理台帳の記録者の 95％以上の同

意及び記録者によるプログラム修正の実施 

発行済み数量 19,885,425 BTC 

今後の発行予定または発行条件 

・1 ブロックを更新するごとに 3.125 BTC を新規発

行している 

・210,000 ブロックの更新を終えるごとに 1 ブロック

更新による新規発行数が半減する仕組みとなっ 

ている 

・2025 年 2 月 25 日 20:20 時点でのブロック

数:885,238 個 

（データ取得元）

https://www.blockchain.com/explorer 

およそ 10 分に 1 ブロックを更新しており、日本時間

2024 年 4 月 20 日に半減期を迎え 1 ブロック更新当 

たり新規発行数が 6.25BTC から 3.125BTC となって

いる 
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過去３年間の発行状況 

保有・移転管理台帳の管理者に対し、以下の数量を

発行 

2022 年 1 月 1 日～2022 年 12 月 31 日 332,000 

BTC 

2023 年 1 月 1 日～2023 年 12 月 31 日 336,875 

BTC 

2024 年 1 月 1 日～2024 年 12 月 31 日 219,670 

BTC 

（データ取得元）

https://www.blockchain.com/explorer/charts/total-

bitcoins 

過去３年間の発行理由 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のた

めの、暗号計算および価値記録を行う記録者への対

価・代償として発行 

過去３年間の償却状況 ー 

過去３年間の償却理由 − 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その

名称 
− 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み 

・台帳形式 

・価値移転認証を求める暗号データを記録者が解読

し、利用者および移転内容の真正性を確認して価値

移転記録台帳の記録を確定する。 

価値記録公開/非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 

オープンソース・ネットワークの脆弱性に対し、暗

号により連鎖する台帳群（ブロックチェーン）を用

い、難易度の高い作業証明の蓄積されたチェーンが

選択されることが Bitcoin のコンセンサスアルゴリズ
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ムによって規定されており、データ改竄の動機を排

除し、信頼性を確保している。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 変更なし 

記録者の分布状況 

2024 年 4 月現在の Hashrate 上位 3 カ国は、米国約

35%、カザフスタン約 18%、 

ロシア約 11% 

https://worldpopulationreview.com/country-

rankings/bitcoin-mining-by-country 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができる。 

記録の修正方法 
記録者が合意し、各記録者が保管する台帳の修正を

自ら行う。 

記録者の信用力に関する説明 

記録者による多数の合意がなければ不正が成立せ

ず、記録者が十分に多数であることによって、個々

の記録者の信用力に頼らず、記録保持の仕組みその

ものを信用の基礎としている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報）   

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 

統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 

多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有

する処理能力合計よりも強力な能力を用いることに

よって、記録台帳を改竄することができる脆弱性が

あり、51%攻撃とも呼ばれる。 

保有情報暗号化技術の脆弱性に関する特記事項 − 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特

記事項 

BTC 価格の下落（対法定通貨）等に起因したマイナ

ー撤退により、ハッシュパワーが低下し、セキュリ

ティ低下を招く可能性がある。 
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価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に

関する特記事項 
− 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 

マイニングに参加するマイナーが少ないもしくは全

くいなくなった場合、移転の記録が遅延もしくは進

行しない恐れがある。 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事

項 

現時点ではプログラムが適正に機能し、所有データ

の改竄、同一の Bitcoin の異なる者との取引、複数の

所有者が同一の Bitcoin を同時に保有する状況など

の不適切な状態に陥ることを排除しているが、未検

出のプログラムの脆弱性やプログラム更新などによ

り新たに生じた脆弱性を利用し、データが改竄さ

れ、価値移転の記録が異常な状態に陥る可能性があ

る。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関

する特記事項 

2018 年 9 月に無限増殖バグ等が発見され、Bitcoin

が無限に発行できる危険性があったが、既に解消さ

れている。 

https://coinpost.jp/?p=47597 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 

Bitcoin のハードフォークは以下の通り 

2017 年 8 月 1 日 ビットコインキャッシュ（BCH）  

2017 年 10 月 24 日 ビットコインゴールド（BTG） 

2017 年 11 月 24 日 ビットコインダイヤモンド

（BCD） 

2017 年 12 月 12 日 スーパービットコイン

（SBTC） 

2017 年 12 月 18 日 ライトニングビットコイン

（LBTC） 

2017 年 12 月 27 日 ビットコインゴッド（GOD） 

（取得元）https://coinpedia.cc/bitcoin-hard-fork 

今後の非互換性アップデート予定 ー 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 ー 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 

出所：CoinMarketCap 

URL：

https://coinmarketcap.com/ja/currencies/bitcoin/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル基準、例：

＄1.000.000） 
$108,580.49 

１取引単位当たり計算単価（円基準、例：

￥100.000.000） 
¥15,658,855.22  
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ドル/円計算レート 2020 年 1 月 23 日基準 1 ドル/144.30 円 

四半期取引数量（協会加盟会員合計、現物、単位は

百万円） 
4,182,107 百万円 

付
帯
条
件
・
付
言 

付帯条件 ー 

付言 ー 

備考 − 

 

 

 

 

1.本書は、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会（以下「当協会」といいます。）に所属する会員（以下「会

員」といいます。）が、その取り扱う暗号資産（以下「取扱暗号資産」といいます。）に関し、本文書の作成日時

点で入手可能な情報に基づき作成したものです。 

2.本書は、取扱暗号資産に関する情報提供を目的としたものであり、特定の暗号資産の売買・交換等の勧誘や推奨

等を目的とするものではありません。暗号資産の売買等については、ご自身の判断と責任により行ってください。 

3.本書は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性・信頼性・完全性を保証す

るものではありません。本書に記載された情報の欠落・誤謬等について、当協会がその責を負うものではありませ

ん。 

4.本書は、原則として自由に利用することができます。ただし、会員以外の方が暗号資産の売買・交換等の取引、

これらの取引の媒介・取次ぎ・代理等の暗号資産に関連する事業を行う目的で使用することを禁じます。 

5.本書を利用することによって生じたいかなる損害に対しても、当協会がその責を負うものではありません。 

6.取扱暗号資産は、その開発・管理の状況、政府等による規制や経済社会の情勢などの影響により、その価値が減

少することがあり、価値を失う場合もあります。 

7.本書の内容は、予告なく変更又は廃止する場合がありますので、あらかじめご承知おきください。 

※以下の銘柄についても注意事項は同様であり、省略とする。 
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取扱暗号資産の概要説明書 

概要書更新年月日 2025 年 6 月 30 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 イーサリアム 

現地語の名称 Ethereum 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） − 

ティッカーコード（シンボル） ETH 

発行開始（年、月、日） 2015 年 7 月 30 日 

時価総額（ドル基準、例：＄1.000.000） $300,156,161,035  

時価総額（円基準、例：￥100.000.000） ¥43,372,565,269,590  

主な利用目的 送金、決済、スマートコントラクト 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 − 

利用制限の内容 − 

一般的な性格 

・分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のた

めの、暗号計算および価値記録を行う記録者への対

価・代償として発行される暗号資産 

・分散型アプリケーションが動作する実行環境の役割

を果たす特徴を持つ 

法的性格（資金決済法第 2 条第 14 項第１号、第２号

の別 例：第 1 号） 
第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行暗号資産に対する資産（支払準備資産）の有無お

よび名称 
なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） − 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 − 

発行者に対して保有者が負う義務 − 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 − 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形

態 
パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 
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保有・移転記録の秘匿性 公開鍵暗号の暗号化処理を施しデータを記録 

利用者の真正性の確認 
秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本

人が発信した移転データと特定し、記帳する。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み 

Proof of Stake 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の不正取引

を排除するために、記録者全員が合意する必要がある

が、その合意形成方式）の一つであり、保有している

基軸暗号資産の量が多いほどブロック生成（承認）の

成功確率が上昇する承認方式。 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその

名称 

（アルトコインのみ） 

− 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 

finney=0.001ETH 

szabo=0.000001ETH 

wei=0.000000000000000001ETH 

保有・移転記録の最低単位 1wei (=0.000000000000000001 ETH) 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 − 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産
の
有
無

等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加
価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 あり 

付加価値（サービス）の内容 
Ethereum ネットワーク上でのスマートコントラクト

の記録と実行 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 安定してサービスが続いている 

【
発
行
状
況
】 

発行者 あり 

発行主体の名称 Ethereum Foundation 

発行主体の所在地 スイス連邦ツーク州 

発行主体の属性等 次世代の分散型アプリケーションの開発 

発行主体概要 
不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログ

ラムの集団・共有管理 



 

10 

 

発行暗号資産の信用力に関する説明 

多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証さ

れる仕組み。 

ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による記

録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全能力 

保有・移転管理台帳の公開 

暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 

初期発行と、分散型の価値保有・価値移転の台帳デー

タ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録

者への対価・代償としてプログラムにより自動発行 

発行可能数 未定 

発行可能数の変更可否 不可 

変更方法 − 

変更の制約条件 − 

発行済み数量 120,717,564.3ETH 

今後の発行予定または発行条件 

2025 年 5 月時点では、ステーキング報酬として１日

当たりおおよそ 2,500 ETH が新規に発行されてい

る。 

過去３年間の発行状況 

・2022 年 5 月時点では発行済量が 119,115,014 であ

り、2025 年 5 月 20 日時点では 120,727,124 へ増え

た。 

・2025 年 5 月時点では、ステーキング報酬として１

日当たりおおよそ 2,500 ETH が新規に発行されてい

るが、手数料の一部焼却による減少があるため、純増

はおよそ１日当たり 0 ～ 2,500 ETH となってい

る。 

過去３年間の発行理由 

2022 年以降、Ethereum は PoS 移行後もバリデータ

報酬による新規発行が続いており、L2 拡大による L1

手数料減少でバーン量が伸び悩み、結果として供給は

純増傾向にある。 

過去３年間の償却状況 

2022 年 5 月時点では発行済量が 119,115,014 であ

り、2025 年 5 月 20 日時点では 120,727,124 へ増え

た。 

過去３年間の償却理由 

過去 3 年間における Ethereum のバーンは、手数料の

自動焼却によるものであり、ネットワーク利用に応じ

て発生し、主に L1 上の高需要時に集中して行われて

いた。 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 
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監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名

称 
− 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み 

台帳形式。価値移転認証を求める暗号データを記録者

が解読し、利用者および移転内容の真正性を確認して

価値移転記録台帳の記録を確定する。 

価値記録公開/非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 

オープンネットワークの脆弱性に対し、暗号により連

鎖する台帳群（ブロックチェ−ン）および記録者によ

る多数決をもって移転記録が認証される仕組みを用

い、多数の記録者のネットワークへの参加を得ること

によって、データ改竄の動機を排除し、信頼性を確保

する。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 

1,084,959（2025 年 6 月 30 日時点のバリデーター

数） 

https://beaconscan.com/ 

記録者の分布状況 

記録者の分布状況は、Ethereum に依存する。

Ethereum の記録者は世界各国に分散しており、主な

分布状況は米国 44.48%、ドイツ 10.84%、イギリス

9.07%であることが確認できる。 

https://etherscan.io/nodetracker（2025 年 5 月 27

日時点） 

記録者の主な属性 
不特定。 

記録者は最低 32ETH の保有が必要となる。 

記録の修正方法 
記録者が合意し、各記録者が保管する台帳の修正を自

ら行う。 

記録者の信用力に関する説明 

記録者による多数の合意がなければ不正が成立せず、

記録者が十分に多数であることによって、個々の記録

者の信用力に頼らず、記録保持の仕組みそのものを信

用の基礎としている。 
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価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報）   

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 

統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 

多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有す

る処理能力合計よりも強力な能力を用いることによっ

て、記録台帳を改竄すること発行プログラムを改変す

ることができる。 

保有情報暗号化技術の脆弱性に関する特記事項 
第三者に秘密鍵を知られた場合には、利用者になりす

まして送付指示を行うことができる。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記

事項 
− 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関

する特記事項 
− 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 

処理可能なトランザクションを上回る量の取引がブロ

ックチェーン上で発生した場合に遅延する可能性があ

る。 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事

項 

ブロックチェーン上にデプロイされたコントラクトコ

ードに脆弱性があった場合に不正に資産が盗み取られ

るリスクがある。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関す

る特記事項 

Ethereum 上のアプリケーション「The DAO」のプロ

グラム（スマートコントラクト）のバグ（脆弱性）を

攻撃されて、集まったファンド資金３分の１以上を盗

み取られた事例がある。 
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非互換性のアップデート（ハードフォーク）の状況 

2016 年 7 月 The DAO の攻撃によって盗まれた DAO

を取り戻す Ethereum Classic ハードフォーク（注

1） 

2017 年 7 月に発生した盗難案件をきっかけに、2018

年 1 月に再び分裂し Ethereum Zero が誕生 

2022 年９月一部の ETH マイニング団体が Ethereum 

Proof of Work モデルをサポートし続けるため、再び

分裂し EthereumPoW と EthereumFair が誕生した 

2023 年 4 月、2024 年 3 月、2025 年 5 月の大型アッ

プグレードではチェーンの分裂は起こらなかった。 

今後の非互換性アップデート予定 − 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 − 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 
出所：Etherscan 

URL:https://etherscan.io/stat/supply 

１取引単位当たり計算単価（ドル基準、例：

＄1.000.000） 
$2,486.46  

１取引単位当たり計算単価（円基準、例：

￥100.000.000） 
¥357,765  

ドル/円計算レート 2020 年 1 月 17 日基準 1 ドル/144.30 円 

四半期取引数量（協会加盟会員合計、現物、単位は百

万円） 
707,811 百万円 

付
帯
条
件
・
付
言 

付帯条件 ー 

付言 ー 

備考 

注 1 旧来のイーサリアムをハードフォークすること

により、2016 年 6 月の自律分散型投資ファンド

「The DAO」への攻撃によって盗難された DAO を救

出した。この HF を支持しなかったマイナーによって

存続することとなった旧仕様のイーサリアムは

Ethereum Classic に改称され、HF 側がイーサリアム

の名称を引き継いだ。スマートコントラクトの実行プ

ラットフォームとして開発された現在の ETC の性格

を引き継いている。 
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取扱暗号資産の概要説明書 

概要書更新年月日 2025 年 7 月 2 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ライトコイン 

現地語の名称 Litecoin 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） − 

ティッカーコード（シンボル） LTC 

発行開始（年、月、日） 2011 年 10 月 

時価総額（ドル基準、例：＄1.000.000） $6,359,084,810  

時価総額（円基準、例：￥100.000.000） ¥908,185,415,339  

主な利用目的 送金、決済、投資 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 − 

利用制限の内容 − 

一般的な性格 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のため

の、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・

代償として発行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2 条第 14 項第１号、第２号

の別 例：第 1 号） 
第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行暗号資産に対する資産（支払準備資産）の有無お

よび名称 
なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） − 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 − 

発行者に対して保有者が負う義務 − 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 − 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形

態 
パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 Scrypt アルゴリズムを用いたプルーフオブワーク 
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利用者の真正性の確認 
秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本

人が発信した移転データと特定し、記帳する 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み 

Proof of work 

Scrypt アルゴリズムを用いたプルーフオブワークの

仕組みにより、Litecoin ブロックチェーンの維持管理

に参加する者が、ブロック生成に必要な、およそ 2 分

30 秒（150 秒）間隔で発見可能な難易度に調整さ

れ、かつ完全に確率的で計算コストの掛かる特定のナ

ンス（nonce）を見つけ、Litecoin ネットワークに対

し伝播することをもって、維持管理参加者が指定する

アドレスに対してプロトコルから付与される。 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその

名称 

（アルトコインのみ） 

BTC 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 

1 LTC = 1,000m LTC      ｍ：ミリ 

1 m LTC = 1,000μ LTC     μ：ミクロン 

1 μ LTC = 1 bits      bits：ビッツ 

1 bits = 100 satoshi 

保有・移転記録の最低単位 1 satoshi （ = 0.00000001 LTC） 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 − 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産
の
有
無

等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加
価

値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 なし 

付加価値（サービス）の内容 − 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 − 

【
発
行
状
況
】 

発行者 − 

発行主体の名称 プログラムによる自動発行 

発行主体の所在地 − 

発行主体の属性等 − 
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発行主体概要 
不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログ

ラムの集団・共有管理 

発行暗号資産の信用力に関する説明 

・多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証

される仕組み 

・ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による

記録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全能

力 

・保有・移転管理台帳の公開 

・暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のため

の、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・

代償として発行される暗号資産 

発行可能数 84,000,000 LTC 

発行可能数の変更可否 可 

変更方法 発行プログラムの変更 

変更の制約条件 − 

発行済み数量 75934526.98LTC 

今後の発行予定または発行条件 

・採掘者は 1 ブロック発掘するごとに 6.25 LTC が与

えられる 

・この数は約 4 年ごとに半減する（840,000 ブロック

ごと） 

１回目: 2015 年 8 月 26 日、２回目: 2019 年 8 月 5

日、３回目:2023 年 8 月 2 日 

・Litecoin ネットワークでは、Bitcoin のおおよそ 4

倍の量の暗号資産、約 840,000,000 枚の Litecoin が

生成される事になる 

過去３年間の発行状況 − 

過去３年間の発行理由 − 

過去３年間の償却状況 − 

過去３年間の償却理由 − 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値

移
転
記

録
台
帳

に
係
る

技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 
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ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名

称 
− 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み 

・台帳形式 

・価値移転認証を求める暗号データを記録者が解読

し、利用者および移転内容の真正性を確認して価値移

転記録台帳の記録を確定する 

価値記録公開/非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 

オープンネットワークの脆弱性に対し、暗号により連

鎖する台帳群（ブロックチェーン）および記録者によ

る多数決をもって移転記録が認証される仕組みを用

い、多数の記録者のネットワークへの参加を得ること

によって、データ改竄の動機を排除し、信頼性を確保

する 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 

更新時点のマイニング・プールの数は 17 だが、誰で

も自由に記録者になることができるため、総数につい

ては特定できない。 

また、ハッシュレートが 0.3％以上のマイニングプー

ルは 15 である。 

参考 https://chainz.cryptoid.info/ltc/#!extraction 

記録者の分布状況 世界中に分布 

記録者の主な属性 マイニング・プールが主流 

記録の修正方法 − 

記録者の信用力に関する説明 

記録者が多数であることによって、個々の記録者の信

用に頼らない仕組みを構築しているため、価値喪失の

可能性はない 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報）   

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 
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統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 

多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有す

る処理能力合計よりも強力な能力を用いることによっ

て、記録台帳を改竄すること発行プログラムを改変す

ることができる 

保有情報暗号化技術の脆弱性に関する特記事項 
第三者に秘密鍵を知られた場合には、利用者になりす

まして送付指示を行うことができる 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記

事項 
− 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関

する特記事項 
− 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 

・一旦、分岐したブロックの一方が否決された場合、

否決されたブロックに収録された取引は再び認証を得

なければ、次の送金が行なえなくなる 

・記録者の目に留まらず、未承認データのまま放置さ

れる恐れあり 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事

項 

現時点ではプログラムが適正に機能し、所有データの

改竄、同一の Litecoin の異なる者との取引、複数の

所有者が同一の Litcoin を同時に保有する状況などの

不適切な状態に陥ることを排除しているが、未検出の

プログラムの脆弱性やプログラム更新などにより新た

に生じた脆弱性を利用し、データが改竄され、価値移

転の記録が異常な状態に陥る可能性がある。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関す

る特記事項 

・2016 年、Cryptsy 交換所（倒産）がハッキングを

受け、100,000,000 円相当の LTC（300,000 LTC）が

盗難に遭った事例がある 

・BTC とは異なり、すべての LTC がホットウォレッ

トで管理されていたとされる 

非互換性のアップデート（ハードフォーク）の状況 − 

今後の非互換性アップデート予定 − 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 − 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 
出所：CoinMarketCap 

URL：https://coinmarketcap.com/coins/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル基準、例：

＄1.000.000） 
$83.75  

１取引単位当たり計算単価（円基準、例：

￥100.000.000） 
¥12,022.08  
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ドル/円計算レート 2020 年 1 月 17 日基準 1 ドル/143.54 円 

四半期取引数量（協会加盟会員合計、現物、単位は百

万円） 
9,355  

付
帯
条
件
・
付
言 

付帯条件 ー 

付言 ー 

備考 − 
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取扱暗号資産の概要説明書 

概要書更新年月日 2025 年 6 月 29 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ビットコインキャッシュ 

現地語の名称 Bitcoin Cash 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） ー 

ティッカーコード（シンボル） BCH、BCC 

発行開始（年、月、日） 2017 年 8 月 1 日 

時価総額（ドル基準、例：＄1.000.000） $9,978,394,273.42 

時価総額（円基準、例：￥100.000.000） ¥1,438,292,094,117  

主な利用目的 送金、決済、投資 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 ー 

利用制限の内容 ー 

一般的な性格 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のため

の、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・

代償として発行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2 条第 14 項第１号、第２号

の別 例：第 1 号） 
第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行暗号資産に対する資産（支払準備資産）の有無お

よび名称 
なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） ー 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 ー 

発行者に対して保有者が負う義務 ー 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 ー 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形

態 
パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 
ハッシュ関数（SHAー256、RIPEMDー160）、楕円曲

線公開鍵暗号の暗号化処理を施しデータを記録。 
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利用者の真正性の確認 
秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本

人が発信した移転データと特定し、記帳する。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み 

Proof of work 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の二重取引

を排除するための合意形成方式）の一つであり、その

ときのナンスのターゲット以下のブロックハッシュで

あるブロックを各自のノードが任意に取り込み、最も

計算量の多いチェーンを正当と見なす。 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその

名称 

（アルトコインのみ） 

BTC 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 

1 BCH= 1,000m BCH      ｍ：ミリ 

1 m BCH=1,000μ BCH     μ：ミクロン 

1 μ BCH=1bits      bits：ビッツ 

1 bits=100satoshi 

保有・移転記録の最低単位 1 satoshi （ = 0.00000001 BCH） 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 ー 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産
の
有
無

等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加
価

値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 なし 

付加価値（サービス）の内容 − 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 − 

【
発
行
状
況
】 

発行者 ー 

発行主体の名称 プログラムによる自動発行 

発行主体の所在地 − 

発行主体の属性等 − 

発行主体概要 
不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログ

ラムの集団・共有管理 

発行暗号資産の信用力に関する説明 
最も計算量の多いチェーンを正当とみなす作業証明に

より信用を担保している。 
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発行方法 

分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のため

の、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・

代償として発行される暗号資産 

発行可能数 20,999,999.9769 BCH 

発行可能数の変更可否 可 

変更方法 発行プログラムの変更 

変更の制約条件 
分散型保有・移転管理台帳の記録者の 95％以上の同

意及び記録者によるプログラム修正の実施 

発行済み数量 19,890,631.25 BCH 

今後の発行予定または発行条件 − 

過去３年間の発行状況 ー 

過去３年間の発行理由 ー 

過去３年間の償却状況 ー 

過去３年間の償却理由 − 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名

称 
− 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み 

トランザクションの形式と多重支払いをしていないか

のチェック、ブロックの形式と最も大きな作業証明

(Proof of Work)を持つチェーンを確認している。後続

のブロックが連なるに従って、チェーンが覆る確率が

低くなっていき覆すのが難しくなる仕組みである。 

価値記録公開/非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 

オープンソース・ネットワークの脆弱性に対し、暗号

により連鎖する台帳群（ブロックチェーン）を用い、

難易度の高い作業証明の蓄積されたチェーンが選択さ

れることがコンセンサスアルゴリズムによって規定さ

れており、データ改竄の動機を排除し、信頼性を確保

している。 
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【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 
578 

https://blockchair.com/bitcoin-cash/nodes 

記録者の分布状況 不特定 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができる。 

記録の修正方法 
記録者が合意し、各記録者が保管する台帳の修正を自

ら行う。 

記録者の信用力に関する説明 
作業証明(Proof of Work)が最も多いチェーンが正しい

という合意によって信用が維持されている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報）   

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 

統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 

多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有す

る処理能力合計よりも強力な能力を用いることによっ

て、記録台帳の改竄およびブロックチェーンデータの

改変が可能になる 

保有情報暗号化技術の脆弱性に関する特記事項 
第三者に秘密鍵を知られた場合は、利用者になりすま

して送付指示を行うことができる。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記

事項 
− 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関

する特記事項 
− 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 
ブロック生成が遅れることによって記録遅延が生じ

る。 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事

項 

現時点ではプログラムが適正に機能し、所有データの

改竄、同一の Bitcoin Cash の異なる者との取引、複

数の所有者が同一の Bitcoin Cash を同時に保有する

状況などの不適切な状態に陥ることを排除している

が、未検出のプログラムの脆弱性やプログラム更新な

どにより新たに生じた脆弱性を利用し、データが改竄
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され、価値移転の記録が異常な状態に陥る可能性があ

る。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関す

る特記事項 

2019 年 5 月 15 日ハードフォーク後バグ発生 

https://cc.minkabu.jp/news/2557 

非互換性のアップデート（ハードフォーク）の状況 

2018 年 11 月 16 日 ABC 系と SV 系の分裂 

2020 年 11 月 15 日 ABC 系と Bitcoin Cash 

Node(BCHN)の分裂 

今後の非互換性アップデート予定 − 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 − 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 
出所：CoinMarketCap 

URL：https://coinmarketcap.com/coins/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル基準、例：

＄1.000.000） 
$501.66 

１取引単位当たり計算単価（円基準、例：

￥100.000.000） 
¥72,308  

ドル/円計算レート 2020 年 2 月 10 日基準 1 ドル/144.30 円 

四半期取引数量（協会加盟会員合計、現物、単位は百

万円） 
ー 

付
帯
条
件
・
付
言 

付帯条件 ー 

付言 ー 

備考 
2017 年 8 月 Bitcoin のハードフォークにより組成され

た暗号資産。 

 


